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国 水 防 第 １ ８ 号 

                          令和８年４月２２日 

                                                                         

各都道府県知事 殿 

 

 国土交通省 水管理・国土保全局長    

（公印省略）      

 

出 水 対 策 に つ い て 

 

  出水期における災害の防止のための措置については、例年、「出水期における防災対策につ

いて」（国土交通事務次官通知）を通知し、徹底を図っているところです。 

また、「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、水防災意識社会を再

構築する必要がある」との社会資本整備審議会の答申を踏まえ、ハード・ソフト対策を一体

的・計画的に推進してきたところです。 

  近年の気候変動の影響などを踏まえ、ハード整備の加速化・充実や治水計画の見直しに加

え、流域全体を俯瞰し、国、流域自治体、企業・住民等のあらゆる関係者が協働して取り組む

「流域治水」が現場レベルで進められているところですが、出水対策の実施にあたっては、

水防災意識社会の再構築に向け、引き続き大規模氾濫減災協議会等の場も活用し、多くの関

係者との事前の備えと連携を強化し、防災・減災に係る取組を積極的に進められるよう配慮

の上、下記事項に特に留意し、万全を期すようお願いします。  

  また、出水期前でも豪雨により災害が発生していることから、出水期前から洪水等の発生

を想定するなど、十分な対応に取り組まれるようお願いします。 

  なお、貴管内市町村（指定都市を除く。）等関係機関に対して、この趣旨の周知方お願いし

ます。 

本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に規定する技術的な

助言として発出するものであることを申し添えます。 
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記 

 

１．所管施設等の管理について 

  (1) 河川・海岸の管理 

    ア．出水期前においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

      ①河川や海岸について、巡視、点検を厳重に行い、流木、土砂等の堆積、樹木の繁茂、

河岸・海岸侵食、工作物の周辺の局所洗掘等を確認した場合には、速やかに、適切な

措置を行うこと。 

        特に、最近の被災箇所については、より厳重に警戒することはもとより、所要の対

策を講じ、再度災害の発生の防止に努めること。 

      ②河川又は海岸に設置されている堤防や堰、水門、樋門、閘門、陸閘等の工作物につい

ては、以下の項目について、巡視、点検を厳重に行い、損傷している箇所等を発見し

た場合には、速やかに補修等の適切な措置を行うこと。特に、治水・利水上社会的影

響の大きい施設については、変状等の進行把握に努めるなど、十分な予防保全措置

を行うこと。さらに増水時、高潮時及び平常時等における操作人員の配置計画、連

絡体制及び操作規則等の確認を行い、現地において操作員等と操作手順について再

確認すること。また、浸水被害の恐れのある排水機場については、土嚢や止水板の

設置等、事前の浸水対策を行うこと。 

       1)堤防について 

          ・堤防本体、護岸の損傷状況 

          ・重要水防箇所の状況 

     2)堰、水門、樋門、閘門、陸閘等について 

          ・施設本体、取付護岸、高水敷保護工の損傷状況   

          ・ゲート、警報装置の作動状況 

          ・下流側の河床洗掘の状況 

          ・施設周辺の堤防の空洞化の状況 

          ・角落としの保管状況 

      3)排水ポンプ場等について 

          ・施設本体、取付護岸、吸水槽、吐出水槽、除塵機等の損傷状況 

          ・ポンプの作動状況 

          ・発電設備等の燃料の確保状況 

      ③許可工作物については、その施設管理者が点検を行い、補修等が必要な箇所につい

ては、速やかに適切な措置を行わせること。特に、治水・利水上社会的影響の大きい

施設については、変状等の進行把握に努めるなど、十分な予防保全措置を行わせる

こと。操作を伴う施設については操作規則等を確認し、万一施設被害が発生した場

合に備え、河川管理者（水利使用に関する許可工作物で許可権者と河川管理者が異

なる場合には、その双方）又は海岸管理者（直轄工事施工区域については関係地方

整備局長等）への情報連絡のための連絡体制の確立を図ること。 
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      ④貯木、係船等河川及び海岸の占用物件で出水時に被害の発生原因となる恐れのある

ものについては、関係者に対し、その撤去、係留及び固定等の措置を講ずるようあ

らかじめ十分指導すること。 

      ⑤災害時における正確かつ迅速な情報提供による被害軽減のため、都道府県が管理す

る水位観測所や水位流量観測所、雨量観測所等について、点検を出水期前に確実に

実施すること。また、危機管理型水位計、CCTV、簡易型河川監視カメラについても動

作状況等の確認を行うこと。                

        加えて、水位及び流量観測施設が被災した場合を想定し、CCTV 映像や UAV 映像、水

位標などを活用して水位等を把握できるよう努めること。 

    イ．増水、高潮時においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

      ①操作を伴う施設については、操作員等との夜間、休日、さらには不測の事態も想定

した連絡体制を再確認し、適切な操作員等の配置とし、操作規則等に基づいた適切

な操作を行わせること。特に、操作員が退避する際の連絡体制や関係機関への情報

共有について確実に行うこと。なお、操作員等に対して、本操作前の動作確認の実

施を徹底すること。また、操作に必要な情報を得るため、水文・水理観測及び気象情

報の収集を的確に行い、操作に関しては、記録を確実に残すこと。 

      ②排水ポンプ場については、事前に作動確認を行うとともに、不具合が確認された場

合に排水ポンプ車を配置する等、代替手段を確保すること。また、施設のメンテナ

ンスに関わる業者との連絡体制を再確認し、緊急の修理時等にも対応できるよう準

備すること。 

        なお、排水ポンプの操作については、運転時の運転状況の監視を行うとともに、操

作規則等に基づき、適切に運転調整等の必要な措置を講ずること。         

      ③増水、高潮時においては、あらかじめ重要度に応じて定められた巡視及び必要に応

じて実施する巡視、巡視の際の確認項目等に基づき、変状や浸水状況等の確認に努

めること。また、水防団等と連携し危険箇所の水位の状況や浸透等の重点的な監視

に努めること。 

      ④巡視等により変状が確認された場合は、被害の拡大を防止するため、速やかに応急

対策を実施すること。 

      ⑤水文・水理観測については、観測員や保守点検業者等との夜間、休日、さらには不測

の事態も想定した連絡体制を再確認し、適切な観測員等を配置するとともに、安全

確保に努めること。 

    ウ．増水、高潮後においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

      ①増水、高潮後においては、過年度の出水も踏まえ、速やかに河川管理施設及び海岸

保全施設の被災状況等を十分に把握し、被災箇所の復旧を急ぐとともに、２次災害

の発生などが予想される場合は、その旨の周知を図る等適切な措置を講ずること。

また、許可工作物については、ア．③の連絡体制により情報を収集し、適切な措置を

講じさせること。 

      ②被災した場合は、被災箇所の状況（増水、高潮等の時間的な経過、堤内地の湛水の状
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況、氾濫の状況等）並びに実施した措置の状況を時系列に記録すること。 

        また、氾濫の状況等については、速やかに情報を収集する体制の強化を図るととも

に、防災ヘリや人工衛星、UAV などの映像を活用することとし、把握した情報につい

ては、被害軽減のための応急活動や避難活動等の対応に活用すること。 

      ③治水施設の効果については、速やかに公表すること。 

  (2)ダムの管理 

    ア．出水期前においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

      ①ダム点検整備基準に基づいて、日常管理における巡視・点検を計画的かつ確実に行

うとともに、その結果を踏まえて、維持・修繕等の必要な措置を講じること。また、

施設のメンテナンスに関わる業者との連絡体制を再確認し、緊急の修理時等にも対

応できるよう準備すること。 

      ②ダムの機能、操作方法、放流警報、ダム下流部における浸水想定図、ダムの効果には

限界があること及び異常洪水時防災操作へ移行した場合の対応について、関係する

地方公共団体、関係機関、住民等への説明や周知の徹底に努めること。 

      ③ダムからの放流等に関する情報伝達について、情報伝達系統を確立するとともに、

情報伝達先である地方公共団体、関係機関と、伝達手段や内容等について事前に確

認を十分行うこと。なお、通知等の情報が確実に伝達されるよう、地方公共団体・関

係機関と以下について再確認すること。 

        ・夜間、休日における情報伝達及び着信確認の方法 

        ・通常の方法では伝達できない不測の事態を想定した情報伝達及び着信確認の方法 

      ④ダムからの放流量と下流河川の水位上昇量との関係について、十分把握すること。 

   ⑤常用電源の停電時においてもダムの機能が維持できるよう予備発電設備の点検及び

整備を行うとともに、必要な量の燃料を確保すること。 

      ⑥以下について必要な検討を行った上で、適切な措置を講ずること。 

       ・浸水被害の原因となり得る貯水池上流端部等の堆砂 

       ・ダム貯水池周辺における地すべり 

       ・ダム貯水池内の流木 

⑦洪水調節機能協議会等において事前放流の実施手順を確認するなど、事前放流の実

施体制を整えること。 

⑧特別防災操作及び異常洪水時防災操作について、その意味、実施条件、具体の手続き

をダム管理所職員が理解して実施できるよう組織教育を行うこと。 

    イ．洪水時においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

   ①「既存ダムの洪水調節機能強化に向けた基本方針（令和元年 12 月 12 日 既存ダム

の洪水調節機能強化に向けた検討会議）」に基づき、治水協定や、各ダムの事前放流

実施要領等に従い情報提供・共有やダム操作等を実施すること。 

      ②職員の適切な配置に努めるとともに、ダム管理業務と河川管理業務に従事する職員

間の連携を十分に図り、被災が想定される場合等における情報の収集及び伝達、迅

速かつ的確な操作等に努めること。 
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      ③ダムの操作に必要な水文・水理観測及び気象情報の収集を的確に行うこと。 

      ④ダムからの放流については、操作規則等に基づき適切に操作を行うこと。 

      ⑤予備放流・事前放流・特別防災操作を実施するダムについては、適時・適切に放流又

は貯留を行い、必要な洪水調節容量を確保又は確認するとともに、操作規則等に基

づき適切にダムを操作すること。なお、特別防災操作については、「特別防災操作実

施要領記載例について」（平成 30年１月 29 日付河川環境課流水管理室課長補佐事務

連絡）等を踏まえて作成した実施要領に基づき実施すること。 

      ⑥洪水調節操作の状況等について、「「ダム等に係る災害情報連絡の運用について」の

一部改正について」（令和３年３月 31 日付国水流第 39 号、河川環境課長通知）に基

づき、確実に情報伝達すること。 

       また、計画規模を超える放流に関しては、「計画規模を超える洪水時における放流に

関する通知等の強化に係る運用について」（平成 31 年４月 22 日付河川環境課流水管

理室企画専門官・課長補佐事務連絡）に基づき適切に対応すること。 

      ⑦巡視、放流警報、ダム操作に関する情報連絡等については、記録を確実に残すこと。 

      ⑧ダムの流入量、放流量、貯水量、貯水率、流域平均雨量の速報値及びダム放流通知に

ついては、リアルタイムで公表するとともに、ダムの洪水調節による下流河川水位

の低減量についても、できる限りリアルタイムで公表するよう努めること。 

⑨異常洪水時防災操作及び非常用洪水吐きからの越流については、「ダム放流による通

知、情報提供の具体的措置（案）について（改正）」（令和８年４月 10 日付河川環境

課流水企画室課長補佐事務連絡）に基づき、ダム操作の状態に関する表現として引き

続き使用し、緊急時に呼びかけるときには「緊急放流」を用いること。ダムからの放

流等に関する通知に加え、緊急時には首長へのホットライン等による情報伝達、関係

機関への通知・情報提供を適時・適切に行うとともに、住民への速やかな情報伝達を

行うことを目的として、記者発表、合同記者会見等による情報発信に努めること。緊

急時とは、異常洪水時防災操作等に移行する可能性があるとき（実施するときを含

む）を想定している。なお、異常洪水時防災操作については、「計画規模を超える洪

水時におけるただし書き操作の要領の改訂について」（昭和 59年６月 29日付河川局

長通知）を踏まえて作成した実施要領に基づき実施すること。 

    ウ．洪水後においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

      ①ダムによる洪水調節の効果については、速やかに公表すること。なお、公表にあた

っては、ダムに関する情報の正しい理解と普及を図るため、「ダム操作に関する用語

等の見直しについて（改訂）」（平成 23年４月１日付国河流第４号、流水管理室長通

知）に留意すること。 

      ②洪水調節後は、次の洪水に備え適時・適切に放流を行い、必要な洪水調節容量を確

保すること。 

    エ．河川法第 44 条第１項のダムについても、河川法の本旨に基づき管理の適正を期する

ため、上記アからウに掲げる事項に留意するよう指導を行うようお願いします。 

  (3)砂防の管理 
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   砂防の管理については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

    ①砂防指定地、地すべり防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域等の巡視を厳重に行い、

危険が予想される箇所、特に、最近の災害に係る被災箇所については市町村等に情

報提供等を行うとともに所要の対策を講じ、災害の発生の防止に努めること。なお、

急傾斜地崩壊危険区域等の巡視・点検に関しては、「近年のがけ崩れ事例をふまえた

急傾斜地崩壊危険区域等の点検時の留意事項について」(令和２年３月 30 日付砂防

部砂防計画課砂防計画調整官、砂防計画課地震・火山砂防室長、保全課土砂災害対策

室長事務連絡)に留意すること。 

     ②砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設等については、「砂防関係施

設点検要領（案）（令和７年４月）」及び「砂防関係施設点検要領（案）の改定及び砂

防現場における UAV 自律飛行点検マニュアル（案）の策定について」（令和７年４月

２日付砂防部保全課土砂災害対策室長事務連絡）に基づき点検を行い、損傷してい

る箇所、漏水の恐れのある箇所、流木、土砂等の堆積している箇所等危険が予想さ

れる箇所について、修繕等適切な措置を講ずること。 

     ③出水等の後においては、「砂防関係に係る災害及び工事事故等に関する情報連絡につ

いて」（令和６年３月 28 日付砂防部砂防計画課地震・火山砂防室長・保全課土砂災

害対策室長事務連絡）に基づき速やかに砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地

崩壊防止施設等の被災状況等を十分に把握し、被災箇所の復旧を急ぐとともに、２

次災害の発生など危険が予想される場合においては、その旨の周知を図る等適切な

措置を講ずること。 

     ④土砂災害発生時の砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設等の整備

効果については、「災害発生時における砂防関係施設の効果発現事例の収集について

（依頼）」（令和７年６月 26 日付砂防部保全課課長補佐・土砂災害対策室課長補佐事

務連絡）に基づき速やかに情報収集を図り、積極的に公表するとともに、常日頃か

ら土砂災害対策への理解促進のため、情報発信に努めること。 

(4)水道施設の管理 

    ア．出水期前においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

①災害時において、取水・導水施設、浄水施設、配水場、ポンプ施設（以下「水道施設」

という。）が浸水するおそれが高まったときには、止水板や大型土嚢などにより迅速

に浸水防止の措置を講ずること。 

②施設の浸水時や広域・長期停電時における燃料供給体制（自家発電設備などを含む）

について、発災後も業務継続が可能となるよう努めるとともに、速やかな応急復旧対

応を図るための組織体制、災害対応システム、資機材の配備などが十分に整備運用さ

れるよう必要な措置を講ずること。 

③水道施設に被害が発生した際、迅速な被害状況の把握や、復旧方法の検討に活用で

きるよう、設計図書の適切な保管を徹底すること。 

④発災後の調査、応急復旧等にあたり、被災した地方公共団体の体制だけでは困難な

場合があることから、他の地方公共団体と連携した支援・受援体制の構築や、民間企
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業等との協定締結など、適切な対応を図ること。 

イ．豪雨後においては、以下に留意し、対応をお願いします。 

 豪雨後には、速やかに浸水被害の有無やその程度、水道施設の被災の有無やその程

度等の十分な把握に努めること。また、浸水被害や水道施設の被災がある場合は、適

切な対応を図るとともに、「健康危機管理の適正な実施並びに水道施設への被害情報

及び水質事故等に関する情報の提供について」（令和８年４月３日付国水水第 18 号

国土交通省水管理・国土保全局水道事業課長通知）に基づき、速やかに報告するこ

と。 

(5) 下水道施設の管理 

    ア．出水期前においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

①雨水を排除するための下水道施設（管きょ、ます、マンホール、樋門・樋管、伏越し、

雨水調整池及びポンプ場・処理場）については、施設の損傷の有無の確認等に加え、

次の諸事項に留意の上、点検及び整備を行い、雨水排除に支障が予想される場合に

は、速やかに土砂の除去その他適切な措置を行うこと。特に、令和３年の下水道法改

正により、フラップゲートのように操作を伴わない樋門等であっても、腐食や破損等

により開閉できない事象が発生するおそれがあることから、樋門等については操作

の必要性の有無にかかわらず点検を１年に１回以上行うこととされており、樋門等

のゲートの開閉に不具合がないか点検を行うとともに、樋門等の機能に支障が予想

される場合には、速やかに修繕等の適切な措置を行うこと。さらに、自家発電設備が

適切に作動するよう、関係施設の保守、点検や修繕等について十分に留意すること。 

また、近年の災害による応急対策箇所については、その対策が十分であるか再度点検

を行うとともに、通常時と異なる状況を踏まえた出水時の体制を確保するなど万全

な対応を図ること。 

なお、道路側溝、水路等の下水道以外の雨水排除に係る施設についても、施設管理者

と連携の上、適切に対応すること。 

1)管きょについて 

・土砂等の堆積状況 

2)ますについて 

・落葉、ごみ等の付着状況 

・土砂等の堆積状況 

3)マンホールについて 

・蓋と枠の連結部（蝶番等）の劣化状況 

4)樋門・樋管について 

・ゲートの開閉に係る不具合状況 

5)伏越しについて 

・土砂等の堆積状況 

6)雨水調整池について 

・スクリーン等におけるごみ等の付着状況 
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・機能に影響を与える土砂等の堆積状況 

・安全柵等の損傷状況 

7)ポンプ場・処理場について 

・ポンプ及び自家発電設備の作動状況 

・スクリーン等におけるごみ等の付着状況 

・燃料備蓄の状況 

②低地に設置されている処理場、ポンプ場、マンホールポンプ（制御盤）については、

想定浸水高さや既往最高内水位、堤防高を考慮の上、所定の耐水性が確保されている

か点検すること。また、災害時において、下水道施設が浸水するおそれが高まったと

きには、止水板や大型土嚢などにより迅速に浸水防止の措置を講ずること。なお、ハ

ード・ソフトによる施設浸水対策の実施については、「下水道の施設浸水対策の推進

について」（令和２年５月 21 日付国水下事第 13 号、下水道部下水道事業課長通知）

により策定された耐水化計画に基づき順次耐水化を進めること。 

③施設の浸水時や広域・長期停電時における燃料供給体制（自家発電設備などを含む）

について、発災後 72時間の業務継続が可能となるよう努めるとともに、速やかな応

急復旧対応を図るための資機材の配備など必要な措置を講ずること。 

④短時間での大量の雨水流入による急激な水位上昇時にもポンプやゲート等を確実に

操作できるよう、操作手順の再確認、訓練・研修の実施等の措置を講ずること。また、

下水道施設の樋門等のうち、河川等からの逆流を防止するために設けられた操作を

伴う樋門等については、「下水道施設の樋門等の操作規則の作成指針について」（令

和３年７月 15 日付国水下流第４号、下水道部流域管理官通知）及び「出水時におけ

る下水道施設の樋門等操作の基本的な考え方について」（令和２年５月 26 日付国水

下流第５号、下水道部流域管理官通知）を参考に適切な措置を講じ、操作規則を定め

ていない施設については、速やかに操作規則を作成すること。 

⑤下水道施設に被害が発生した際、迅速な被害状況の把握や、復旧方法の検討に活用

できるよう、設計図書の適切な保管を徹底すること。 

⑥発災後の調査、応急復旧等にあたり、被災した地方公共団体の体制だけでは困難な

場合があることから、他の地方公共団体と連携した支援・受援体制の構築や、民間企

業等との協定締結など、適切な対応を図ること。 

⑦内水ハザードマップ未作成の市区町村については、重点的に内水ハザードマップの

作成を進めること。また、既に作成済みの市区町村においても、作成後の降雨状況等

を踏まえ、適切に内水ハザードマップを見直すこと。 

⑧大規模な水災害が発生する場合も想定し、発災前の段階における防災情報の発表・

伝達等を的確かつ円滑に実施するため、時間軸に沿ったタイムライン（時系列の防災

行動計画）等を事前に準備するなど、関係機関等との連携の強化を図ること。 

⑨マンホールふたの浮上･飛散については、重大事故に繋がる可能性もあることから、

「マンホールふたの浮上・飛散の対策について」(令和６年８月 28 日付大臣官房参

事官(上下水道技術)付課長補佐・上下水道企画課管理企画指導室企画専門官・下水
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道事業課事業マネジメント推進室課長補佐事務連絡)のとおり、マンホール蓋の適切

な維持管理や計画的な取替え等、マンホール蓋の浮上・飛散に対する安全対策に留意

すること。 

イ．豪雨時においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

①迅速に初動体制を整えるため、事前に緊急時における職員や契約業者の従業員等の

配置体制（特に、夜間・休日の配置体制）を確認するとともに、複数の気象情報提供

機関からの降雨予測データを活用するなど、気象情報の収集に努めること。 

②豪雨時には、浸水被害が予想される地区の巡視等により、状況の早期把握に努める

こと。また、その際には防災事務に従事する者の安全確保に留意すること。 

ウ．豪雨後においては、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

①豪雨後には、速やかに浸水被害の有無やその程度、下水道施設の被災の有無やその

程度等の十分な把握に努めること。また、浸水被害や下水道施設の被災がある場合

は、適切な対応を図るとともに、「都市浸水被害の報告様式の変更について」（令和３

年 11 月８日付下水道部流域管理官付課長補佐事務連絡）及び「災害発生時における

下水道施設の被害状況の報告について」（令和４年９月 16 日付下水道部下水道事業

課事業マネジメント推進室課長補佐事務連絡）に基づき、速やかに報告すること。 

②豪雨時に発現した下水道施設の整備効果については、住民への速やかな情報提供に

努めること。 

③都道府県知事は、公衆衛生上重大な危害が生じるような浸水被害の発生を防止する

ため緊急の必要があると認めるときは、下水道法第 37 条第１項の規定に基づき、下

水道管理者に対し必要な指示を行うことができることに留意し、適切に対応するこ

と。 

  (6)安全の確保について 

      (1)から(5)の業務のうち、特に増水、高潮等の後における所管施設の被災状況の把握

などにおいては、当該事務に従事する者の安全確保に留意するようお願いします。 

  (7)出水期間中の工事の施工について 

   出水期間中の工事の施工については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

     ①河川、海岸等に設置する工作物に関する工事で、災害の誘因となる恐れのあるもの

や、工事関係者が災害を受ける恐れのあるものの施工は、出水期間中は極力避ける

こと。 

     ②砂防指定地、地すべり防止区域等に設置する施設に関する工事で、土石流等の発生

の恐れのある渓流等工事関係者が災害を受ける恐れのある箇所における施工は、工

事従事者の安全確保等に十分留意すること。 

   ③雨水が流入する下水道管きょ内における工事、調査及び維持管理作業等（以下「管

きょ内工事等」という。）については、出水期間中は極力避けるものとし、出水期間

中にやむを得ず管きょ内工事等をする場合には、事故防止対策を十分講ずるととも

に、管きょ内水位の急激な上昇のおそれがあるような場合には速やかに管きょ内工

事等を中止する等の措置を講ずること。なお、現場特性に応じた工事等の中止基準・
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再開基準の設定や迅速に退避するための対応等について、「局地的な大雨に対する下

水道管渠内工事等安全対策の手引き（案）」にとりまとめているので、参考とするこ

と。 

     ④工事期間が長期にわたるもの等出水期間中に施工することが特にやむを得ないもの

については、その施工に際して、工事施工箇所周辺も含めて適切な防災措置を講ず

るとともに、許可工作物設置者に対しても同趣旨について、十分に指導監督を行う

こと。 

     ⑤工事資材等により河積を阻害している事例や、仮締切の構造が不適切な事例も見受

けられることから、事前の対応に万全を期すこと。 

     ⑥「砂防関係に係る災害及び工事事故等に関する情報連絡について」（令和６年３月 28

日付砂防部砂防計画課地震・火山砂防室長・保全課土砂災害対策室長事務連絡） に

より周知したとおり、工事事故関連の情報連絡について、確実に実施すること。 

     ⑦工事中の施設については、増水、高潮等による手戻りの防止対策を十分考慮すると

ともに、あらかじめ出来高の確認を行う等工事費の精算に支障を来さないよう資料

の整備をしておくこと。 

     ⑧増水、高潮、突風等に際して工事用建設機械、足場、仮囲い、工事看板及び材料等の

流失・損壊、飛散を生じさせることのないよう、これらの管理に十分留意し、施工業

者にその旨周知徹底をすること。 

 

２．災害時の体制の充実・強化について 

  (1)水害に関する体制の充実・強化 

  ア．関係機関との連携については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

     ①出水期前を基本に市町村等関係機関と水害対応タイムラインの確認を行い、洪水対

応演習等においても、タイムラインに基づく訓練を行うなど、適切に演習等を実施

するようこと。その際明らかになった課題を踏まえ、タイムラインの見直しを行う

こと。 

     ②河川の氾濫のおそれのある場合は、市町村長とのホットラインにより、必要に応じ

て、直接、河川の状況、水位変化、今後の見通し等の情報提供を行うこと。 

      なお、洪水予報やホットラインなど、洪水時に市町村に提供する情報とその対応等

については、市町村長とあらかじめ確認しておくこと。 

      また、出水時のホットラインの実施状況等については、積極的に公表するとともに、

WEB 会議システムを用いたホットラインについても積極的に実施すること。 

   ③氾濫による著しい危険が切迫している場合に発表されるレベル５氾濫発生情報（レ

ベル５氾濫特別警報）、レベル５高潮氾濫発生情報（レベル５高潮特別警報）を踏ま

えて市町村長は緊急安全確保措置の指示を判断することから、確実に伝達されるよ

う、情報共有体制の確保に努めること。 

なお、レベル５氾濫発生情報、レベル５高潮氾濫発生情報の発表は、具体的には、越

水や決壊、越流による氾濫を確認した場合に加え、基準観測所の水位や潮位が氾濫発
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生水位やあらかじめ設定している潮位基準に到達した場合、水門等の操作支障、排水

機場の運転停止、ダムの緊急放流などにより氾濫による著しい危険が切迫している

ことを確認した場合があり、共有する情報の内容、確度等について、あらかじめ市町

村長等と確認しておくこと。（本事項については、令和８年５月 29 日より運用が開

始される。） 

   ④災害協定等に基づく出動要請に備えて建設業者等が待機する場合、「災害協定に基づ

く活動に備えた待機時における作業員等の安全確保について」（令和２年９月 18 日

付国水防第 93 号、防災課長通知）等に基づき、作業員等の安全確保に留意すること。 

     ⑤関係市町村及び関係水防管理団体等の関係機関と、以下の水防に必要な情報の共有

に努めること。 

        ・氾濫危険水位を設定した箇所の水位と洪水予報観測所の水位との関係 

        ・氾濫危険水位を設定した箇所毎の浸水が想定される区域等 

        ・内水・高潮・津波により浸水が想定される区域など 

    ⑥都道府県が管理する水位観測所で、水防計画において関係機関への水位等の通報及

び水位の公表が義務付けられている水位観測所については、水位等の通報先、通報

体制等を確認すること。 

   ⑦河川の氾濫や内水被害等の発生するおそれのある危険箇所や、必要な箇所の氾濫開

始水位（堤防天端高（無堤部にあっては背後地地盤高相当の水位））、水位観測所に

おける氾濫発生水位等について、改めて関係機関と適切に共有すること。加えて、

危険箇所のうち霞堤、河岸段丘や谷地など地形的特徴から氾濫が発生しても浸水範

囲等が限定的な箇所については、レベル５氾濫発生情報を発表の対象とせず、市町

村と連携して対象地区の住民へ連絡することにより避難を呼びかける例外的な対応

を行うことができる。 

ただし、あらかじめ避難を呼びかける判断の目安となる水位、氾濫した場合に想定

される浸水範囲、被害などの情報を市町村へ提供するとともに、対象となる区域、伝

達経路及び手段について水防管理者、市町村長と確認しておくものとする。なお、減

災行動に必要な時間が確保されるよう、当該箇所に設置されている水位計から得ら

れる水位情報や洪水の危険度分布の情報が避難情報の発令などに活用されるよう平

時からの情報共有の活用に努めること。（例外的な対応については、令和８年５月 29

日より運用が開始される。） 

⑧人員及び水防資機材の動員計画について 

       1)洪水、内水、高潮及び津波時に際して迅速かつ効果的に人員及び水防資機材を動

員、適切な水防工法が実施することができるよう、関係諸機関相互間において十

分情報交換をすること。 

       2)水防資機材、通信機材及び応急工事用の機械の点検整備及び手配方法の確認を十

分行い、緊急事態に備えるとともに、危険度の高い地域においては、避難用船艇、

救命具、移動用排水ポンプ等を整備すること。 

       3)水防倉庫を点検し、備蓄資材を確認するとともに、予備資材の備蓄に努め、必要
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に応じて迅速に輸送し得るようあらかじめ関係機関と十分協議すること。なお、

特に都市部においては、土砂の備蓄が不足しないよう留意すること。 

      4)災害発生等の非常事態に備え、人命救助、情報の収集及び緊急連絡等が迅速に行

えるよう、あらかじめ関係機関と十分打合せを行うこと。 

     ⑨水防団員の確保及び所属する事業所に対する協力依頼について 

    1)水防団員の確保及び水防協力団体の指定促進のための住民、企業及び団体への積

極的な広報活動や協力依頼を実施すること。 

       2)サラリーマンである水防団員が支障なく水防活動に従事できるように、水防活動

時の休暇の取扱いについての配慮等所属事業所等への理解、協力等の積極的な働

きかけを実施すること。 

⑩水防訓練の実施について 

       1)水防団及び消防機関のみの水防訓練にとどまらず、住民の防災知識及び災害に対

する心構えを確立するため、関係機関と協力し、多くの住民の参加による実態に

即した総合的な訓練を実施すること。 

      2)水防訓練の実施に際して、大規模水害を想定した情報伝達、水害対応タイムライ

ンに基づく水防活動（水防団員自身の退避等の安全管理行動を含む）、水防団・水

防協力団体・自主防災組織・福祉関係者等による住民への避難の呼びかけや避難

誘導など、実戦的な訓練を実施すること。 

       3)市町村地域防災計画に定める地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者

が利用する施設(以下「地下街等」という。)、要配慮者利用施設及び大規模工場等

が、避難確保計画又は浸水防止計画に基づき、自衛水防訓練が実施できるよう支

援をすること。 

     ⑪水防計画に基づく情報提供、水防訓練への参加及び資機材の提供等の水防活動への

協力が適切に行えるよう、あらかじめ計画の内容の確認や関係機関との調整を行う

こと。 

     ⑫関係機関及び関係水防管理団体と密接な連携を保ち、局地的豪雨の発生による急激

な水位上昇も念頭に置きつつ、漏水や侵食による変状や堤防の決壊を確認した場合

の情報伝達、水防業務の責任分担や迅速かつ的確な情報伝達方法について、あらか

じめ十分協議しておくこと。 

        また、夜間、休日も含めた災害対応に関する協定会社等との連絡体制を構築してお

くこと。 

     ⑬災害発生時の被害状況報告及び災害の発生が予測される場合の連絡については、速

やかに情報を集約し地方整備局等へ伝達すること。また、災害情報の収集・共有に

あたっては、統合災害情報システム（DiMAPS）等を活用すること。 

     ⑭洪水、高潮時に迅速かつ的確な水防活動の実施が図れるよう、水防管理団体と共同

巡視を行い重要水防箇所の周知徹底を図ること。なお、重要水防箇所については、

各都道府県の重要水防箇所の評定基準等に基づき、適切に定められていることを確

認すること。 
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     ⑮水位等の通報及び公表、水位情報の通知及び周知、並びに予報及び警報の迅速かつ

的確な実施について         

       1)水防上必要な雨量、水位及び波高等に関する各種観測施設の点検及び整備を行い、

洪水予報及び水防警報、都道府県の水防計画に定められた関係者への水位等の通

報及び公表、氾濫危険水位（特別警戒水位）への到達情報の通知、並びに周知等を

迅速かつ的確に実施すること。 

          また、関係機関と緊密な連絡を保ち、あらかじめ水位等の情報、予報、警報の受領

及び伝達に関する責任を明確にしておくこと。 

          さらに、浸水や侵食による変状を確認した場合には、必要な措置を講ずるととも

に適切に市町村へ情報提供をすること。 

       2)洪水予報河川、水位周知河川、水位周知下水道、水位周知海岸、水防警報河川、水

防警報海岸の指定については、十分に検討し速やかにその適切な指定に努めるこ

と。なお、都道府県指定洪水予報河川の予測水位情報の提供が可能となったため、

その予測水位活用の検討をすること。また、洪水予報河川又は水位周知河川に指

定しない河川においても、簡易な方法も活用し、市町村等に対し、浸水想定及び

河川水位等の情報の早期提供に努めること。 

       3)災害時における通信機能の低下や混乱に備え、無線電話機の整備等通信情報シス

テムの多様化を図ること。 

     ⑯適切な避難立ち退きについて 

       局地的集中豪雨における急激な出水又は異常高潮等の恐れがある地域においては、

常時状況を監視するとともに、緊急時の避難対策について、あらかじめ地元関係機

関と連絡をとりあい、迅速かつ的確な情報連絡の確保と避難の場所及び経路の周知

徹底を図り、その対策に遺憾のないよう措置をすること。 

    ⑰指定水防管理団体に対し、水防協議会等の組織の確立、水防計画の作成又は見直し、

水防団等の知識・技能向上のための研修等の開催、水防訓練の実施等について十分

な協力及び助言を行うこと。 

⑱洪水対応演習等において、都道府県の各部署の体制、役割等を再確認し、適切に演

習等の実施をすること。 

     ⑲企業の浸水被害軽減や早期の業務再開に資する BCP 作成を支援するため、必要な防

災情報の提供に努めること。 

  イ．住民等への情報提供については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

   ①洪水、内水、高潮及び津波時に際して、水防活動に対する一般住民や自主的な防災

組織の協力が得られるよう、あらゆる機会を利用して水防に関する基本的な考え方

の普及に努めること。 

   ②災害時における被害軽減のため、応急活動や警戒避難等に必要な防災情報を常日頃

から地域住民に提供し、災害に対する意識の向上を図ることが必要であることから、

市町村による地域防災計画の見直しに対して支援等を実施し、市町村と協力してハ

ザードマップ等の配布などによる防災情報の提供に努めるとともに、ハザードマッ
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プや過去の水害の事例等を活用した防災教育や避難訓練等を促進すること。 

        また、防災情報の提供においては、防災に役立つ様々なリスク情報や、全国の市町

村が作成したハザードマップを、より便利かつ簡単に活用できるハザードマップポ

ータルサイト（https://disaportal.gsi.go.jp/）（URL を入力するか「ハザードマッ

プポータル」と検索）および想定決壊地点毎に想定した時系列氾濫シミュレーショ

ン が 閲 覧 で き る 地 点 別 浸 水 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 検 索 シ ス テ ム

（http://suiboumap.gsi.go.jp/）（URL を入力するか「浸水ナビ」と検索）の活用を

推進すること。 

     ③近年の災害事例に鑑みると、結果的に避難指示の発令が災害の発生に間に合わない

場合や、発令から災害の発生までに時間的余裕がない事態も想定しておくことが必

要となってきていることから、避難情報のあり方の見直しにより一本化された避難

指示の発令を待つのではなく、周囲で生じている状況、行政機関等から提供される

降雨や、河川水位の時系列の情報等から判断して住民自らが主体的な避難が可能と

なるよう、わかりやすい防災情報の提供に努めること。 

        また、要配慮者の避難を考慮し、防災情報の提供を早期に行うこと。 

     ④住民自らの減災行動につながるよう河川状況を住民に切迫感を持って伝えるために、

ウェブサイトによる河川情報の提供、ネットメディアや SNS 等を活用した情報発信

など、住民に対する河川情報等の伝達体制の充実に努めること。また、下水道に関

して、雨量、管きょ内水位、ポンプ運転状況等の情報の把握・提供に係るシステム等

の整備に努めるとともに、住民や地下街等の重要な施設の管理者への情報提供を充

実すること。 

  ウ．計画等の策定については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

①水防協議会の組織の確立、水防計画の作成及び公表 

        水防活動を円滑に行うため、自らの水防計画の見直しを図り、指定水防管理団体に

対しても水防協議会等の組織の確立及び水防計画の作成又は見直しの徹底を図ると

ともに、その要旨を公表すること。 

     ②周辺に住宅等の防護対象のある河川、下水道、海岸における洪水浸水想定区域、雨

水出水浸水想定区域、高潮浸水想定区域（以下、「浸水想定区域」という。）の指定・

公表及び津波浸水想定の設定・公表を行うとともに津波災害警戒区域等について十

分に検討し速やかにその適切な指定に努めること。 

       なお、浸水想定区域は、複数の堤防の決壊地点を想定した場合の最大浸水域等を示

したものであるため、より効果的な避難訓練等の実施に資するべく、想定決壊地点

毎に想定した時系列氾濫シミュレーションの公表についても合わせて努めること。  

③洪水予報河川又は水位周知河川に指定した河川の他、周囲に防御対象があるなど、

避難の確保を図る必要がある河川については「小規模河川の氾濫推定図作成の手引

き（令和２年６月）」等を参考に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指

定し、浸水範囲や浸水深等を公表するとともに、関係市町村の長に通知するものと

し、また、把握した浸水が想定される範囲等を把握した場合は関係市町村に対して
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周知をすること。 

     ④市町村による地域防災計画の見直し、水害ハザードマップの作成・普及に関する支

援を実施するようお願いします。なお、水害ハザードマップの作成にあたっては、

「水害ハザードマップ作成の手引き」を参照すること。 

  エ．資器材等の準備については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

   ①災害発生時において、応急対策活動や市町村等が行う避難誘導等に必要な情報であ

る浸水が想定される区域を事前に準備しておくこと。 

また、災害対応に必要となる図面は常に最新のものに更新をしておくこと。 

     ②全国の中小河川の緊急点検の結果を踏まえ、人家や重要な施設（要配慮者利用施設・

市役所・役場等）が浸水するおそれがあり、的確な避難判断が必要な箇所への危機

管理型水位計の早期設置をすること。 

     ③大規模氾濫減災協議会等において、危機管理型水位計の配置箇所を明確にすること。 

     ④減災行動に必要な時間が確保されるよう、水位計によって得られた水位情報の活用

に努めること。 

⑤桁下高の低い橋梁の堤防交差部からの越流等を防ぐため、大型の土嚢など必要な資

機材を近傍に備蓄するなどの対策に努めること。 

  (2)土砂災害に関する体制の充実・強化 

  ア．関係機関との連携については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

①災害対策の迅速かつ的確な実施を図るため、災害発生時の被害状況報告及び災害の

発生が予想される場合の連絡については、砂防ボランティア等の協力を得ながら、気

象状況、出水状況、土砂災害発生状況、土砂災害の前兆現象及び避難指示の発令状況

を速やかに国土交通本省、同地方整備局等へ伝達するとともに、地方公共団体・地域

住民への情報提供の充実に努めること。また、災害情報の収集・共有にあたっては、

統合災害情報システム（DiMAPS）等の活用をすること。 

②令和元年東日本台風等を受けて設置された社会資本整備審議会土砂災害防止対策小

委員会より、近年の土砂災害における課題等を踏まえた土砂災害対策のあり方につ

いて答申（令和２年３月 31 日）を受けたことを踏まえ、警戒避難体制の強化にあた

っては、「土砂災害の特性を考慮した避難の考え方について」（令和２年５月 18 日付

砂防部砂防計画課地震・火山砂防室企画専門官事務連絡）に基づき必要な措置を講ず

ること。 

③近年の土砂災害において、土砂災害警戒区域等に指定されていない箇所で被害が発

生した他、区域の認知度が十分でないこと等により、住民の逃げ遅れによる被害が発

生したことを受け、現在全国で高精度な地形情報を活用した基礎調査を実施してい

るところであるが、今後も本調査を継続し、土砂災害警戒区域の確度の向上に努める

とともに、土砂災害警戒区域等の認知度を高めるため、現地に標識等の設置を促進す

ること。 

④令和３年７月及び８月の大雨において、土砂災害警戒情報が発表されているにもか

かわらず、避難指示が発令されていない状況で、人的被害を伴う土砂災害が発生し
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た。土砂災害警戒情報（令和８年５月 29日以降は「レベル４土砂災害危険警報」）が

発表された場合は、「令和３年７月から８月の豪雨を踏まえた土砂災害に係る避難情

報について」（令和３年９月６日付４府省庁連名通知）に基づき、市町村は避難指示

を発令することが基本であることを改めて周知すること。 

  イ．住民等への情報提供については、以下の諸事項に留意し、対応をお願いします。 

    ①土砂災害に備えた避難計画を住民自らで準備していた地区において、早めの要配慮

者の避難など円滑な避難がされていたことを教訓として、警戒避難の好事例

（https://www.mlit.go.jp/river/sabo/topics/dosyasaigai.html#@/）（URL を入力

するか「土砂災害警戒避難好事例集」と検索）の共有等を通じて住民の警戒避難に関

する意識を高め、確実な避難が行われるように関係部局と連携して警戒避難体制の

強化を図ること。さらに、住民自らが地区個別の状況を考慮した上で、警戒避難体制

を構築するために、土砂災害に関する出前講座や実践的な避難訓練の実施、住民参

加型のハザードマップ作成ワーキングの開催などに対し、より積極的に支援するこ

と。また、危機管理部局と連携して地区防災計画制度の周知や住民による作成等の

技術的支援及び取組状況の把握に努めること。なお、地域の住民や家族が声をかけ

あうことで避難が進んだ事例もあることから、避難訓練実施時では、地域の要配慮

者を含め、地域内での声かけにより避難する取組や安全を確認する取組も行うこと。 

     ②住民等に対する土砂災害警戒情報等の伝達体制の充実を図るため、CCTV による現場

画像情報等を地方公共団体、報道機関に積極的に提供するなど、テレビ放送を始め

とする情報メディアやインターネット、SNS 等の有効活用に努めること。 

  ウ．計画等の策定については、以下に留意し、対応をお願いします。 

    土砂災害による被害が想定される土砂災害警戒区域等の適切な指定・公表を速やか

に行うとともに、土砂災害ハザードマップの作成・普及に関する支援を実施するこ

と。また、市町村地域防災計画について、土砂災害警戒区域や要配慮者利用施設等

が速やかに追記され、最新の情報になっていることの確認をすること。さらに、要

配慮者利用施設が市町村地域防災計画に位置付けられている場合は、避難確保計画

の作成及び計画に基づく避難訓練を実施するよう、施設管理者に対して助言するこ

と。 

  (3)防災教育の推進 

     自然災害から命を守るためには、行政による公助のみならず、自助の精神に基づき、

住民一人一人が災害時に適切に避難出来る能力を養う必要があり、子どもから家庭、さ

らには地域へと防災知識等を浸透させる防災教育を進めることが重要です。このため、

教育委員会、小中学校等と連携・協力して分かりやすい授業の流れやポイントを整理し

た指導計画作成の支援など防災教育の支援を推進するようお願いします。その際、これ

までに作成したコンテンツ（防災カードゲーム、動画等）及びこれらコンテンツを収録

した防災学習ポータルサイト（https://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/）（URL

を入力するか「防災学習」と検索）などを有効に活用するようお願いします。 
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３．市町村等への支援措置について 

  (1)市町村への支援 

     水害、土砂災害の防止、軽減のための体制の充実を図るため、市町村に対して下記事

項に関して積極的な支援に努めるようお願いします。 

      ①浸水想定区域、土砂災害警戒区域等、津波災害警戒区域等の指定や見直しに伴う地

域防災計画の見直しとハザードマップの作成・普及及び避難訓練の実施 

   ②土砂災害警戒区域等の土砂災害の危険性が高い箇所及び避難場所・避難経路等の周

知・点検の徹底 

      ③土砂災害警戒情報の周知及び精度向上及び避難指示の発令時に住民がとるべき行動

の周知 

④土砂災害警戒情報に基づく警戒避難体制の充実・強化 

      ⑤ハザードマップの利活用として、避難の実効性を高める工夫であるマイ防災マップ

やマイ・タイムラインの作成等のように住民自ら手を動かす取組の促進 

      ⑥地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等に対する洪水予報等の情報伝達、並び

にこれら施設の管理者等による避難確保計画及び浸水防止計画の作成、避難訓練実

施の助言等 

      ⑦要配慮者利用施設管理者等へ土砂災害の危険性等の説明実施及び避難確保計画の作

成や避難訓練の実施の支援 

⑧水位周知河川等の指定がなされていない河川における簡易な方法を活用した浸水想

定及び河川水位等の情報の早期提供 

      ⑨浸水実績等を活用した水害リスク情報の周知等及び浸水被害軽減地区の指定に係る

必要な情報提供、助言その他の援助 

      ⑩住民が落石等を土砂災害の前兆現象として覚知した場合、躊躇無く避難行動に結び

つけられるように、土砂災害の前兆現象に関する情報、過去の土砂災害実績等を活

用したリスク情報の提供及び、土砂災害関連情報を住民と防災関係機関が共有する

ための支援 

   ⑪的確な避難指示の発令・解除の際の助言 

      ⑫水防団員確保のための住民、企業及び団体への広報活動や協力依頼 

      ⑬水防管理団体が民間事業者と連携した水防活動を実施できるよう、災害対応に関す

る協定の締結等の支援 

      ⑭市町村が設置した雨水貯留浸透施設の適正な機能維持のための助言等 

   ⑮情報の収集・伝達、共有化の推進 

      ⑯発災前の警戒段階からの支援 

      ⑰市町村が行う災害応急対策に関する技術的助言等 

   ⑱土砂災害発生時の技術的助言等のための土砂災害専門家の支援要請の仕組みと要請

手続きの周知 

      ⑲地方公共団体が所管施設の管理を適切に実施するために必要な地形図や施設台帳等

の基礎資料は、災害時の被害状況の把握の迅速化・効率化にも有効であるため、平
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時からの事前準備及び電子データ化の推進 

   ⑳自主防災組織等との連携強化 

㉑防災教育、啓発活動の強化 

  (2)地下街等、要配慮者利用施設及び大規模工場等の管理者への支援 

     地下街等は、閉鎖的で地上に比べて浸水スピードが速く、電気設備の停電で避難困難

となる等の危険があり、大きな被害を生じるおそれがあります。 

      また、要配慮者利用施設は、要配慮者が一般の住民より避難に多くの時間を要し、い

ったん浸水が発生した場合、深刻な被害が発生するおそれがあります。 

      さらに、大規模工場等への浸水は、地域の社会経済活動に加えて、より広範なサプラ

イチェーンにも重大な影響を与えるおそれがあります。 

      このため、市町村と連携して、地下街・地下鉄及び接続ビル等、要配慮者利用施設及び

大規模工場等に対し、以下の支援に努めるようお願いします。 

      ①浸水に対する危険性の事前周知、水害、土砂災害防止の重要性の啓発 

      ②避難確保・浸水防止計画、避難確保計画又は浸水防止計画の作成、自衛水防組織の

設置及び訓練に関する技術的助言 

      ③洪水予報等の迅速な伝達に資するための情報伝達訓練の実施 

   ④地下街・地下鉄及び接続ビル等の管理者への管きょ内水位の情報等の的確かつ迅速

な伝達の実施 

   ⑤病院や地下街等の施設への浸水の防止など浸水被害軽減対策の推進（施設管理者が

取組む止水板設置等に対する下水道浸水被害軽減総合事業の活用等） 

      ⑥接続ビル等との連携の強化 

        洪水、内水、高潮及び津波時において一体的な避難行動が行われることが想定され

るにもかかわらず、一体的な避難確保・浸水防止計画が作成されていない隣接する二

以上の地下街等に対し、共同して避難確保・浸水防止計画が作成されるよう支援をす

ること。また、共同して避難確保・浸水防止計画を作成する地下街・地下鉄及び接続

ビル等に対し、計画検討や連絡調整の場としての協議会の設置が望ましいことを併

せて周知すること。 

     

４．TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）について 

    国土交通省では、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被災地方公

共団体等が行う被害状況調査、被害拡大防止、早期復旧その他の災害応急対策に係る支援

を迅速かつ的確に実施するため TEC-FORCE を設置しており、日頃より活動計画の作成や訓

練を通じた隊員の育成、装備の充実等体制の強化に努め、迅速に支援可能な体制を執って

いるので、発災時に支援が必要な場合は、近隣の国土交通省事務所等へのホットライン、

あるいは国土交通省のリエゾンを通じて TEC-FORCE の派遣等の要請を行うようお願いしま

す。 

    また、発災時に円滑な要請・支援が行えるよう、平時から情報連絡体制の整備や訓練等

の実施にあたって、TEC-FORCE の参加を要請するなど、連携を図るようお願いします。 
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  さらに、他の被災地方公共団体への支援を念頭に、TEC-FORCE との合同訓練への参加をお

願いします。 

 

５．関係機関による連携体制の確保 

   平成 27 年９月の関東・東北豪雨災害および平成 28 年８月の一連の台風災害を踏まえ、

社会全体で洪水に備える「水防災意識社会再構築」に向け、大規模氾濫減災協議会をはじ

めとする各種取組を進めてきました。この取組をさらに加速させるため「大規模氾濫減災

協議会」制度の創設をはじめとする水防法等の一部改正を行うなどの各種取組を進めてき

たところです。 

これらを踏まえ、上記１から４の取組を進めるにあたり、出水期前に開催する協議会等

の枠組みを十分活用し、利水ダム管理者やメディア関係者など、多くの関係者の連携のも

と、出水に対する減災・防災対策に万全を期すようお願いします。 

   また、当該協議会が設置されていない地域においても、関係機関による事前の情報共有

と連絡体制確保のもと、関係機関で十分連携して取組を進めるようお願いします。 

 

６．その他 

  令和８年５月 29 日より、防災気象情報の区分、名称が変更されることに留意すること。 




